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今月の今月の視視点点

医療機関の「運営」と「経営」について

理事　岡　　紳爾

１　はじめに
　行政から県立病院機構に移り、直接、病院経営
に携わるようになり、頻繁に数字と向き合ってい
ます。医療政策について若干の知識はあったもの
の、病院経営については、一から勉強することに
なり、これまで周囲の人に支えられながら試行錯
誤を繰り返してきたところです（これからは医学
部でもこうした講義が必要だと切に思う！）。
　また、山口県の地域医療構想アドバイザーに任
命していただき、県内のさまざまな病院のデータ
を見るにつけて、病院管理者として一定程度必要
な知識があることを痛感するようになっています。
　実際、現在の病院は、良い医療を提供（もち
ろん大前提です！）すれば黒字になると単純に言
える状況ではありません。医療を提供するための
「病院運営」と収支を黒字にする（あえて利益を
出すとは言いません !!）ための「経営」は別であ
るとの思いは年々強くなっています。
　アメリカの医学会では「No	margin,	No	mission
（利益なくして、果たせる使命なし）」という訓辞
がありますが、日本では、ここまではいかないに
しても、良い医療を提供するためには病院の経営
を安定させていく必要があることは間違いありま
せん。

　そのためでしょうか、現在、多くの医療機関で
医療コンサルが入っています。確かに一定の役割
は果たしており、その有効性については否定する
ものではありませんが・・・。
　ただ、多額の報酬が必要な場合があり、その能
力も玉石混合であることから、逆にコンサルを見

極める目も必要となると、やはり一定の判断のた
めの知識が求められることになります。

　また、公立病院に限って言えば、総務省から「公
立病院経営強化プラン」の策定を求められており、
文字通り経営力の強化・安定化のためにどのよう
に病院経営を進めていくのか、具体的な取り組み
を考えていかなければならない状況にあります。
そこで、この度は稚拙ではありますが、病院管理
者として最低限必要な事項について記すことと
し、皆さまのお役に立てれば幸いです。

２　記載に当たっての視点
　繰り返しになりますが、以前は、患者に対して
適切な医療を提供することのみに尽力していれ
ば、換言すれば「病院運営」だけに注力していれば、
結果的に一定の収益が出せる状況にありました。
　もちろん、運営だけでも、医師・看護師の確保、
労務・組織管理、診療報酬への対応など多くの知
識と労力が必要です。
　しかし、近年では基準に沿って定められたとお
りに医療サービスを提供するといった「運営」に
限定された視点のみでは、安定的に収益を生み出
すということが厳しくなっており、特にこのごろ
は、将来にわたって継続的に収益力を確保する長
期的・戦略的な「経営」の視点を持つという“意
識の変革”が求められていると強く感じます。
　こうしたことは、民間の病院管理者の方や診療
所の先生方は、常日ごろから意識しておられるこ
とであり、いまさら・・・という感触を持たれる
のは当然だと思います。今ごろ気が付くのは公立
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病院に勤務している甘さ！とお叱りを受けるかも
しれませんが、ご容赦いただきたいと思います。

　さて、本稿で記載する内容ですが、個別の診療
報酬改定項目や補助金の確保手段など、「病院経
営」に直結する具体的な対策ではないものの、そ
こに至るまでに、病院管理者として最低限身に付
けておいた方がよいと思われる事項について記し
てみたいと思います。
　その上で、実際に具体的な対応策が必要と判断
された場合のノウハウについては、病院の経営改
善に関する成書が多く出ているので、そちらを参
考としていただきたい。

３　圏域における自院の位置づけ
　まず、平成 26年 6月に改正された医療法によ
り策定されることとなった地域医療構想を確認し
ていただきたい。多くの先生は圏域の調整会議の
中で一度は聞かれたことがあると思います。
　ここには、圏域の将来の医療需要を基にした、
４つの病床機能（高度急性期、急性期、回復期、
慢性期）がどれくらい必要なのかが記されていま
す。
　また、地域医療構想を検討する際の基礎資料と
して各病院が作成した「2025 プラン」を確認し
ていただくと、周辺の医療機関が、将来どういっ
た医療機能を目指そうとしているのか、そのため
の病床数も含めて記載されており、その中での自
院の将来の立ち位置が見えてくるはずです。

　これまでも、医療計画においては、５疾病５事
業（５疾病：がん・脳卒中・急性心筋梗塞・糖尿
病・精神疾患、５事業：救急・災害・へき地・周
産期・小児、第８次計画からは新興感染症が加わ
り６事業となる）において、必要な機能とそれを
担う医療機関名が記されており、「地域完結型医
療」という名目で各医療機関の役割分担が明記さ
れてはきましたが、病院の病床機能を規定するま
でのものではありませんでした。

　地域医療構想は、圏域における将来必要な機
能ごとの病床数が示されていることから、自院の

病床機能を変更していく場合には、所属する圏域
での合意が必要なことが一つの重要なポイントと
なっています。
　病院管理者としては、圏域の将来患者予測と他
院の動向を考えると、周辺の医療機関と協調しな
がら、自分の病院の方向性をどのように選択して
いくのか熟慮せざるを得ないことになります。
　ここに地域の医療需要と病院機能、ひいては病
院経営と結びつく要素があり、地域医療構想の内
容を頭に入れておく必要があるわけです。
　すなわち地域連携が叫ばれる中、自分の思いだ
けで病院の方向性を決めることが難しくなってい
るということです。

　地域医療構想に関連して、ちょうど私が県庁
に勤務していたころ、ある民間病院の理事長が何
度も訪ねてこられたエピソードが頭に残っていま
す。この理事長は病棟を改築再編する計画で、決
まった病床数の中で、最も地域のニーズに合致し、
かつ、最も経営効率の良い病床の割合（一般病床、
医療療養病床、当時の介護療養病床）をさまざま
なデータから探り悩まれておりました。今の私な
ら理事長のご苦労がよく理解できます。
　このように医療提供体制を取り巻く状況がどん
どん変わる中で、地域の患者動向や国・県の方向
性を把握することは大変重要であり、その意味で
必ず地域医療構想を頭に入れておく必要がありま
す。
　是非、圏域における他院の「2025 プラン」と
自院のもつ病床の機能を比較し、今後の目指す方
向性やその内容を確認しておいていただきたいと
思います。

４　経営指標から見た位置づけ
　自院の圏域での立ち位置を確認した後は、人間
の身体で例えると、体力に相当する「病院の財務
体質」、そしてこの１年間の健康状態に相当する
「病院の経営成績」の見極めになります。
　ここで財務諸表（貸借対照表、損益計算書、
キャッシュフロー計算書など）を見て判断して
いく能力が求められるわけですが、日ごろからな
じみのない書類の数字をいきなり読めといわれて
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も、頭がついていきません。
　ただ、病院の財務体質については「貸借対照表」
から、直近１年間の経営成績は「損益計算書」そ
して、いま、手元にある現金については「キャッ
シュフロー計算書」があり、それぞれ何を見るも
のかということくらいは知っておいていただきた
いと思います。

　そこで、着目してほしいのが、こうした財務諸
表から算出される「経営指標（諸比率）」です。
　そのなかでも、まず見てほしいのが、収益力
の現状、すなわち収益性が確保されているかどう
か！です。

①医業収支比率＝医業収益／医業費用
・医業活動の本体の収益性を示すもの

②経常収支比率＝経常収益（医業＋医業外）
／経常費用（医業＋医業外）
・臨時的なものを除き、医業収支に医業活
動以外の収支を加えた病院事業全体の収
益性を見るもの

　医業収益が低い中での運営は論外となります
が、公立病院では、不採算医療に取組むことへの
代償として、自治体から運営費負担金という支援
があります。ただ、これも自治体の財政能力と合
わせて考えていく必要があり、無尽蔵ではない！
ということを踏まえておかなければなりません。

　次に、収益力がおぼつかない状況だと、その原
因を探ることになります。そこで着目するのが医
療資源を有効に活用できているのか、費用に無駄
がないかどうかです。

③病床利用率＝ 1 日平均入院患者数／稼働
　又は許可病床数
④人件費率＝給与費／医業収益
⑤材料費率＝材料費／医業収益
⑥患者の入院単価＝入院収益／入院延患者数

　地域医療構想の資料でも、一部のデータが示さ
れており、例えば、病床利用率が低いと、そもそ

も収益を生み出す資源（病床）が有効に使われて
いないことになります。また、人件費や材料費の
割合が高すぎるのも資金の効果的な活用の点で再
検討の余地があります。

　そして、最後に、資金調達を含めた財務体質が
良好な状態にあるかどうか、安定しているかどう
かです。

⑦自己資本比率＝純資産／総資産（負債＋純
　資産）
・どれだけ借金に頼らず経営しているか

⑧流動比率＝流動資産／流動負債
・1年間の短期支払い能力

　ちなみに、全国地方独立行政法人の総会資料
では、「成長性指標」として医業収支比率、経常
収支比率、運営費負担金比率。「収益性指標」と
して入院単価、入院延べ患者数、病床利用率、平
均在院日数、給与費率、材料費率などが記載され
たものが配布されており、全国の独法関連医療
機関と自院の状況が比較しやすいようになってい
ます。要するに法人の理事長・病院長となった限
りにおいてはこれくらいのことは理解しておくべ
き、ということなのです。

　こうした視点から見ていくと自院の問題点や課
題が見えてくると同時に、対策が分かってくるは
ずですので、そこからはコンサルなり成書により
勉強していただきたいと思います。
　また、こうしてデータの解釈については厚労省
の「財務諸表の見方」にわかりやすく示されてお
り、また、他院との比較については厚労省の「病
院経営管理指標」に詳細が出ています。ここでは、
黒字病院と赤字病院の指標の違いが記載してある
ので、是非、自院のデータと比較してほしいと思
います。

○病院経営管理指標
http://www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/isei/
igyou/igyoukeiei/kannri.html
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○厚労省　財務諸表の見方
https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou	
-10800000-Iseikyoku/2houkokusho_h24-02-
04_3.pdf

５　おわりに
　これまで「病院運営」であれば、一定レベルの
事務スタッフがいれば対応できましたが、これか
らは「経営」にも精通したスタッフが必要であり、
医師である病院管理者も一定レベルの知識が求め
られます。
　当院には幸い極めて優秀なスタッフがいるた
め、私のようなレベルでもなんとか病院経営がで
きているのは大変ありがたいことと感謝していま
す。

　経営という視点で記してきましたが、もちろん
病院において一番大きな影響を与えるのは診療報
酬であり、この流れに沿った病院運営が必要なの
は言うまでもありません。
　さらに、働き方改革により医師の勤怠管理や女
性医師が増えることによる勤務環境改善にも対応
していかないといけません。

　こうしたことに取り組みつつも、人の身体に
例えると、「基礎体力」、「現在の健康状態」を知
ることが、日常生活の基礎となるように、病院経
営にとってもこの度記した内容が基本となること
を、これから病院管理者になる医師は理解してお
く必要があると痛感しています。
　まずは、自院の 2025 プランを紐解いていただ
き、次いで各経営指標を計算した上で、健全な経
営ができているかどうかを確認していただきたい
と思います。
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